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地域再生計画 
 
１ 地域再生計画の名称 
  敦賀市「清らかな水環境の再生」計画 
 
 
２ 地域再生計画の作成主体の名称 
  敦賀市 
 
 
３ 地域再生計画の区域 
  敦賀市の全域 
 
 
４ 地域再生計画の目標 
 敦賀市は古くから港を中心に日本海沿岸の重要な貿易拠点として栄えるとと

もに、近年は舞鶴若狭自動車道の整備やＪＲ北陸本線・湖西線直流化が進むな

ど、自動車・鉄道交通においても北陸の玄関口となっている。こうした利点を

活かし、敦賀市では現在産業団地の整備を進め、交通利便性を踏まえた関西地

域との経済的結びつきの強化を図っている。 
 １９９９年、敦賀港開港１００周年を記念して「つるが きらめきみなと博

２１」を開催し、６０万人以上が訪れた。その跡地は現在、緑地や旧敦賀港駅

を復元した展示施設などが残り、観光名所として整備が進められているが、そ

の基礎となるのは海辺の水環境である。また名勝「気比の松原」や北陸の総鎮

守「気比神宮」、金ヶ崎城跡など貴重な観光資源を有しているが、これらもまた、

豊かな水辺環境との共存の上に成り立っている。加えて笙の川、井の口川など

の河川は、生活におけるアメニティ空間としても貴重な存在である。 
 敦賀市の河川は、ほとんどが市内に源流を持っており、清らかな水流を持つ

これらの河川を後世に残していくため、敦賀市では平成１４年３月「敦賀市環

境基本計画」を策定し、「さわやかな風 清らかな水 人と自然がふれあえるま

ち つるが」を環境未来像として設定し体系的に施策を推進している。水辺環

境の根源となる河川については、自然環境のバロメーターとして重視し、河川

に生息するアジメドジョウやトンボ・ホタルといった身近な生物を保全し、憩

いの場としての水辺環境の保全を施策の基礎としている。 
 具体的には河川水質及び地下水質・水位の定期的調査をはじめ、市民の環境
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保全団体「つるが環境みらいネットワーク」との協働により、研修・講演会や

小学生を対象に生物観察会（きのめちゃんと体験！）などを開催するとともに

ＣＡＴＶ等による広報活動を行い、市民の環境認識を深めている。また、地元

企業に対しては、地下水揚水事業所と水環境整備懇談会の開催、水道水源保護

条例の制定により、採石場や廃棄物処理施設への観測井戸の設置義務づけ等を

行っている。 
 このように河川における水環境の保全は、生活者の意識におけるアメニティ

重視、また本市における観光資源としての性格から、ますます重要になってき

ている。 
 一方、海の水質環境であるが、本市の汚水の最終的な放流先は敦賀湾である。

敦賀湾は閉鎖性水域であるため、最も公共用水域の保全に効果的な施策として、

下水道の整備が挙げられ、敦賀湾の水質保全を図るためにも早急な下水道整備

が必要となっている。 
 公共下水道については、昭和４９年度に着手し、昭和５８年度の供用開始を

経て、順次区域の拡張を行い、現在１，３３２．４haの事業認可を受けている。
公共下水道区域の拡張は、核家族化の影響などで本市郊外部への開発が進むな

どの影響によるもので、下水道整備を実施しなければ水辺環境の保持が困難に

なってきている。また放流水量の増加に伴い、将来的には窒素、燐が環境基準

を超過することが予想されるため、平成１６年度から高度処理を開始し、敦賀

湾の富栄養化防止を図っている。 
 また、平成３年度から漁業集落排水、平成４年度から農業集落排水にそれぞ

れ着手し、併せて６地区で供用を開始し、２地区で整備を進めている。 
 これらの地区以外では平成３年度から合併処理浄化槽の設置を促進するため

の補助制度を創設し、総合的な汚水処理施設の整備を市内全域に進めていると

ころである。 
 本地域再生計画は、公共下水道の整備及び合併処理浄化槽の設置をさらに推

進することにより、河川及び海の清らかな水を守り、自然環境の基礎となる水

辺環境を後世に継承していくとともに、環境保全団体との協働による啓発活動

や研修会などを通じて、水辺環境に生息する生物の保全及び生活アメニティの

確保を図ることにより、総合的な水環境の保全を目指している。このことは、

水辺環境と共存した貴重な観光資源を維持することにもなり、交流人口の増加

をもたらすことから、北陸の交通要衝として敦賀市の地域経済発展にも資する

ものである。 
 （目 標）  
  汚水処理施設の整備促進 
   （汚水処理人口普及率の向上  ７７.９％（Ｈ１６年度末）⇒８７.８％） 
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５ 目標を達成するために必要な事業 
 ５－１ 全体の概要 
    目標（汚水処理人口普及率８７.８％を達成するため、公共下水道（中 
   郷地区の一部）、合併処理浄化槽（公共下水道事業、集落排水事業以外の 
   地区）が相互に連携しながら、公共用水域の水質保全を早急に図るとと 
   もに、生活環境を改善させ、汚水処理人口普及率の向上のための施設整 
   備を行う。 
    また、環境保全団体との協働による啓発活動や研修会などを実施し、 
   水辺における生物の保全及び生活アメニティの確保を図る。 
 
 ５－２ 法第４章の特別の措置を適用して行う事業 
   汚水処理施設整備交付金を活用する事業 
    対象となる事業は、以下のとおり事業開始に係る手続き等を了してい 

   る。なお、整備箇所等については、別添の整備箇所を示した図面による。 

   ・公共下水道…平成１４年９月に事業認可 

 ［事業主体］ 
   ・いずれも敦賀市 
 ［施設の種類］ 
   ・公共下水道、浄化槽（個人設置型） 
 ［事業区域］ 
   ・公共下水道     中郷地区の一部 
   ・合併処理浄化槽   公共下水道、漁業集落排水及び農業集落排水の 
              事業認可区域以外の区域 
 ［事業期間］ 
   ・公共下水道             平成１８年度～２１年度 
   ・合併処理浄化槽（個人設置型）    平成１７年度～２１年度 
 ［整備量］ 
   ・公共下水道             φ２００～φ８００ 
                       Ｌ＝４,１８５ｍ 
   ・合併処理浄化槽（個人設置型） 

 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 合 計

５人槽 ６０ ５５ ５５ ４１ ３４ ２４５

７人槽 ３５ １３ １２ １６ １４ ９０

１０人槽 ５ ２ ３ ３ ２ １５

合 計 １００ ７０ ７０ ６０ ５０ ３５０

 



 4

     なお、各施設による新規処理人口は次の通り 
       公共下水道            ７５０人 
       合併処理浄化槽（個人設置型）  １,４００人 
 ［事業費］ 
   ・公共下水道              ７７４,０００千円 
               （うち、交付金 ３８７,０００千円） 
                 単独事業分 １８０,０００千円  
   ・合併処理浄化槽（個人設置型）     １３９,６２０千円 
               （うち、交付金  ４６,５４０千円） 
   ・合  計               ９１３,６２０千円 
               （うち、交付金 ４３３,５４０千円） 
                 単独事業分 １８０,０００千円  
 
 ５－３ その他の事業 
  ５－３－１基本方針に基づく支援措置 
    該当なし 
  ５－３－２基本方針に掲げられた支援措置によらない独自の取組み 
    水と自然をテーマとしたイベントによる環境教育等の取組み 
     ・市民団体「つるが環境みらいネットワーク」との協働による研修・ 
      講演会の開催 
     ・小学生対象の生物観察会（きのめちゃんと体験！）などの開催 
     ・ＣＡＴＶ等による広報活動 
    水質に関する規制、監視、評価指導等の取組み 
     ・河川水質及び地下水質・水位の定期調査 
     ・水環境整備懇談会の開催、水道水源保護条例の運用 
 
 
６ 計画期間 
   平成１７年度～２１年度 
 
 
７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 
   計画終了後に、汚水処理人口普及率の数値目標に照らし、関係部署によ 
  り状況を調査、評価し、公表する。また、必要に応じ、事業の内容の見直 
  しと評価・検討を行う。 
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８ その他の地域再生計画の実施に関し地方公共団体が必要と認める事項 
   該当なし 


